
問　マイナ保険証の取得率は。
答　市内全体のマイナンバーカードの取得率は
74.7％で、このうち、国民健康保険被保険者
のマイナ保険証の登録率は60.7％である。

　加入者の所得が全体として低く、経済基盤が
脆弱な制度である。社会保障制度として、国が責
任を果たすべきであり、同時に市として法定外繰
入を行い支援する必要がある。保険税の引き上
げにより支払いが困難になる家庭がでてくる。

問　保険給付費の予算額が、前年度と比較して
約2億1千万円の増となっている理由は。
答　75歳以上の後期高齢者の増加が大きく、
要介護認定者数は5年と6年の1月時点での比較
で147人増えている。今後、2025年以降に後
期高齢者数がピークを迎えていくため、保険給
付費も年々増加している。

　サービスを利用しなければ生活に困難を来す
人が安心して利用できる制度でなければならな
い。低所得者にとって既に高額になっている保
険料を今回更に引き上げた。国の負担割合を増
やすよう市は求めるべきである。

問　水道メーターの交換に要する予算は。交換
はどのような計画で実施しているのか。
答　委託料として3600万円を計上し、法律
（計量法）に基づき8年ごとに交換している。
予定件数は、メーターを設置してから7年が経
過したものを対象としている。

問　白岡工業団地内の公共下水道工事のスケ
ジュールは。また、工業団地内の道路は、交通
量が多いが、どのように工事を進めるのか。
答　6、7年度で工業団地内の都市計画道路に
汚水幹線工事を行い、8年度以降に枝線の工事
を行う予定である。6年度は、昼間の工事を予
定しているが、現場の状況によっては、夜間の
工事も含めて検討する。

答

答

答

答

公共下水道事業議案
第 32号 可決

介護保険議案
第 29号 可決

《６年度特別会計予算》

《６年度公営企業会計予算》

議案 特別会計 歳入・歳出（前年度比）
第27号 保険給付費、国民健康保険事業費納付金

後期高齢者医療広域連合納付金
保険給付費、地域支援事業費
事業費(物件等補償、街路等築造など)

第29号
第28号

第30号

45億 3009 万 1千円
　9億 3195 万 1千円
41億 1688 万 6千円
2億 9519 万 1千円

（2.2%減）
（10.9%増）
（6.1%増）
（2.7%増）

大山小学校を7年4月1日で廃校とする
　　　　　　　　　　原案を賛成多数で可決
　  原案に対する附帯決議※も賛成多数で可決

6年度　特別会計予算 6年度　公営企業会計予算

公共下水道工事が進む市道新白岡柴山沼線
(篠津星川橋から白岡工業団地入口付近)

公共下水道工事が進む市道新白岡柴山沼線
(篠津星川橋から白岡工業団地入口付近)

国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険

白岡駅東部中央土地区画整理事業

議案 公営企業会計 区分 収入総額 支出総額
11億 6185 万 3千円
　3億 6577 万 2千円
9億 7439 万 4千円
7億 9675 万 6千円

9723 万 6千円
2382 万 4千円

11 億 1415 万 5千円
8 億 4410 万 3千円
9 億 4646 万 9千円
10 億 7909 万 2千円

9818 万 円
3856 万 3千円

収益
資本
収益
資本
収益
資本

水道事業

公共下水道事業

農業集落排水事業

第31号

第32号

第33号

（編集・レイアウト担当　嶋田・浜口） （編集・レイアウト担当　尾嶋・中山）※　附帯決議とは、可決された議案に対し、事業を執行する上での要望や留意事項を述べるものです。

文教厚生常任委員会における閉会中の継続審査及び調査の経過

◎２月５日（月）
　執行機関との会議を行い、大山小学校の統廃合及び大山地域の
　活性化の取組状況について説明を受け、質疑を行いました。
◎２月10日（土）及び12日（月）
　大山地域３行政区地域住民との意見交換会を行いました。
　「１年後の廃校は早急すぎる。」「統合先の小学校を早く決めて。」
　「統廃合は仕方ないが進め方がおかしい。」など、様々な意見をいただきました。
◎３月８日（金）
　委員から修正案及び修正に対する附帯決議案が提出され、賛成多数で可決しました。　

本会議の審議

１ 保護者・地域住民へのきめ細やかな意見収集と、情報提供に努めること。
２ 学校の適正規模・適正配置の計画を速やかに示すこととし、策定過程においては逐次内容を示すこと。
３ 大山小学校の学区変更が繰り返されることのないよう、配慮すること。
４ 受入先となる小学校の教育環境の改善を図ること。
５ 将来に向け良い事例となるよう、小規模特認校における特色ある教育を最後まで維持・改善し、総括すること。
６ 複式学級を解消するため、公費による教職員の加配が出来るように努めること。

　原案を提出した市長は、新聞取材で「やり方がま
ずかった。反省している。」と答えている。物事をなす
のにやり方、進め方が間違っていたら初めからやり
直すか、修正するのが社会の常、仕事する社会人の
当たり前と考える。よって本修正案に賛成である。

　3年生以降、どのような教育を受けるかは長い人生
に大きな影響を与える。昨年来の予測と異なる複式学
級で児童の将来を変えてはならない。また、本市の標準
的学校教育から逸脱した特異な環境は改善すべきで
ある。「子どもの学びの場」として、本質を考えるべき。

国民健康保険議案
第 27号 可決 水道事業議案

第 31号 可決

市立学校設置
条例の一部改正

議案
第 84号 可決

地域住民との意見交換会地域住民との意見交換会

＊施行期日を「7年4月1日」から「9年4月1日」に改める。

＊児童・生徒のより良い教育環境の向上を図るため、次の6項目を執行機関
　に表明しました。可　決

可　決修　正　案

可　決修正に対する
附帯決議案

否　決文教厚生常任委員会の修正案

反対討論

反対討論

◎3月19日（火）

賛　成　討　論 反　対　討　論

可　決
＊市立大山小学校を7年4月1日で廃校とする。
＊市立白岡東小学校の位置の表記を訂正する（「番」→「番地」）。市長提出の原案

　統廃合に関しては、様々な観点からの判断が必要
だが、最も重視すべきは、圧倒的に児童の学ぶ環境
である。多様な考え方に触れる機会が少ない、新た
な人間関係を作りにくいなどの小規模校のデメ
リットを解消することが最優先である。

　大山小の6年度末の廃校に反対する陳情の署名が全
1289名分、大山地区住民の約半数から提出された。小
規模校の環境が良くないという意見は客観的データが
なく主観的である。統合候補校の教室不足も懸念され
ており、十分な環境を整えてから統廃合を決定すべきだ。

　統合先の小学校に通い始める時期が遅くなれば、
児童や家族の心理的な負担が大きくなる。また、義
務教育課程であるため、市内の児童が同じ基準で平
等に教育を受けることが大事である。よって急激に
児童数が少なくなるため、原案に賛成する。

　そもそも、このような重大な問題は、時間をかけて
地元の意向を十分に把握しなければならない。児童・
教師・保護者がどのように考えているか。今回の議案
提出はあまりにも拙速であり、地元を無視したもので
ある。

賛　成　討　論 反　対　討　論

クローズアップ

施行期日を「７年４月１日」から「９年４月１日」に改める。

児童・生徒のより良い教育環境の向上を図るため、６項目について決議する。

原案に対する
附帯決議案

主な歳出

問

問

問

問
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